
本稿は，２００６年１月１３日の最終講義の要録であるが，９０分を予定して作成したものを当日の時間

の都合で，急遽圧縮したため，ギデンズに関する考察部分が省略されるかたちになった。それを若

干補い，語りことばを改めて短いエッセーに書き換えた。当日は，１その前の講義「アジアの復活」

の続きとして，アジア諸国・諸地域の相互協力のあり方について別の角度から補足することと，２

そもそも‘現代史’をどのように語ろうとしてきたのかについて，多少の「あとがき」めいた話を

するという，２つの話題で構成した。議論の順序は，２番目の話題からはじめ，その後に前回講義

の続きへ戻るというかたちで進めた。

１．グローバル化のなかで「現代」を考える

１）サスキア・サッセンは，その著作『グローバリゼーションの時代』（１９９６年）のなかで，次

のように述べている。「現在の局面を特徴づけているのは，一方では，１９世紀にはみられなかった

ような国民国家の排他的領土性を維持する膨大な精緻化された法の存在であり，他方では，ノン・

ナショナル企業（＝多国籍企業…筆者）の『権利』の著しい制度化，増大しつづける国境を越える

取引の『合法化』，そして国家的出来事への超国家的組織による制度化された参入の増大である」１），

と。

この著作は今から１０年前のものであるが，この１０年間をみると，この指摘がそのまま通用するよ

うなグローバル化の流れが続いてきていると同時に，この流れに対抗する動きも次第に大きなうね

りになりつつある。イラク戦争を見ても，アメリカを中心とする動きに対して，１９１カ国の加盟国

の意思を可能な限り正しく反映させようとする国連の動きとの緊張関係があった。また，最貧国に

対する債務の削減を目指すJUBILEE運動が一定の効果を上げ，最近の大きな動きとしては，「ダボ

ス会議」に対抗するかたちで「世界社会フォーラム」の形成がある。グローバル化が多国籍企業の

戦略による世界再編の動きとそれに対抗する動きのなかで複雑な様相を示し，そのなかで環境問

題，対テロ戦争，グローバル・メディアなど，さまざまな問題が茶の間の話題になっているのが現
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代世界の風景である。

２）では，この現代的な諸現象，諸エピソードが繰り広げられる時代的な枠組みをどのようにと

らえたらいいか。その枠組みはいつどのように形成されてきたか。これがこの講義をはじめる時の

最初の難題であった。そこで何かヒントを得ようと読んだ著作にA・ギデンズ『近代とはいかなる

時代か？─モダニティの帰結─』（１９９０年）２）がある。これは，現代をハイ・モダンの時代と規定す

るギデンズが，１９６８年を転機として７０年代以降に明確となってくる資本主義の変容，つまりポスト

工業化，知識社会化，「ポスト・モダニズム」の出現などに対して，「ポスト・モダニズム」論を批

判し，「７０年代以降もモダニティの深化の過程である」と説き，現代社会の未来への方向性を模索し

た著作である。

２．近代社会と再帰性

１）それによると，ギデンズは，モダニティ（近代的なるもの）は「およそ１７世紀以降のヨーロ
毅 毅 毅

ッパ
毅 毅

に出現して，その後，ほぼ世界中に影響が及んでいった社会生活や社会組織の様式」３）（傍点は

筆者）とまず簡単に定義する。そして伝統的社会には存在しなかった近代の社会形態として，①国

民国家，②無生物エネルギー源への生産の全面的依存，③生産物と賃労働の徹底した商品化，を挙

げている。

彼は，伝統的世界から近代世界への移行を説明するにあたって，「分化」や「機能の特殊化」とい

う概念を使わずに《脱埋め込み》という概念を用いるが，これは伝統的な制度・慣習・知識から脱

して新しい諸関係を形成し，再秩序化をはかる動きのことで，そのメカニズムは，「象徴的通標」

（例えば貨幣）の創造と「専門家システム」の確立を介して働き，「信頼」（それには「リスク」を

ともなう）によって支えられる。要するに，モダニティの示すダイナミズムは《時間と空間の分

離》，社会システムの《脱埋め込み》，および「知識の絶え間ない投入が個人や集団の行為に影響を

及ぼすという意味での社会関係の《再帰的秩序化と再秩序化》」４）によってもたらされるという。

人間は，「知」と「力」に支えられて行為し，自分や他の諸関係のなかで，それを振り返り，反

省し，どのような文脈のなかにその行為が位置づけられるかを知る。このことを「再帰的モニタリ

ング」というが，平易に表現すれば，近代では人も社会も，この再帰的モニタリングを通じて，絶

えず作り変えられていくのである。

ここで，彼の議論を詳しく解説する余裕はないが，確かに地球上の位置を経度と緯度で示し，１日

を２４時間に区分し，グリニッチ標準時で世界のいたるところの時刻が表示でき，キリスト暦で各地

域の暦を換算表示できるようになったこととか，世界各地の度量衡をメートル法に換算して共通の

認識を得やすくしたことは近代の著しい特徴であり，世界を秩序づける「象徴的通標」と多岐にわ

たる「専門家システム」が形成され，破棄と再形成を繰り返してきたことは事実である。

２）ギデンズは，モダニティが有する４つの制度特性を《資本主義─競争を旨とする労働市場や

商品市場における資本蓄積》，《工業主義─自然界の変容，「創出環境」の発達》，《監視─情報の管理
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と社会的取締り》，および《軍事力─戦争の工業化という状況のもとでの暴力手段の管理》とし，そ

れぞれをモダニティという制度が包含する別個の「機構群」ないし機構特性という５）。マルクスが

近代社会の制度特性を資本主義とおき，資本主義的な（生産力と）生産関係を土台に構築される政

治，文化・イデオロギーを上部構造と把握する方法と対比すると明らかに違う。それは，労働者階

級を資本主義社会の矛盾から人びとを開放し，社会主義へと導く基本的階級
毅 毅 毅 毅 毅

とするマルクスの見解

がもはや時代にそぐわないとするギデンズの認識にもとづくものである。

ギデンズは，グローバル化した段階では，モダニティの４つの制度特性が「世界資本主義経済」，

「国際分業」，「国民国家システム」，および「世界の軍事秩序」というかたちで認識され６），モダニテ

ィの未来に向けて重要な役割を担う社会運動は，それぞれの制度特性に対応して，「労働運動」，「エ

コロジー運動」，「言論の自由・民主主義を求める運動」，および「平和運動」のかたちをとる７）とす

る。ギデンズは，それらの運動が諸制度を変革し，モダニティの先に到達するであろう未来秩序の

輪郭を「ポスト希少性システム」，「科学・技術への人間性の付与」，「多元的な民主的参加」，および

「非軍事化」の４つでイメージする８）。こうした未来秩序を希求する営みは，何よりも徹底した再帰

的モニタリングを通じて反ユートピア的認識に立ちながら，それでもなお，批判的たらんとする

《ユートピア的現実主義》に徹することである，と強調する。

３）私は現実の社会に対してユートピアを語ることを否定しない。また，人間の行為や社会発達

の趨勢について体系的に認識していくことなど不可能であるとするポスト・モダニズムを批判し

て，モダニティの理詰めの検討とその方法を提唱するキデンズの姿勢も軽んじる気持ちはない。だ

が，ここで，あえてギデンズを取り上げたのは，彼の議論が大変刺激的であると同時に，彼とその

共同研究者のなかにある「再帰的近代化」に関する捉え方に若干の疑問があるからである。

U・ベックは，「再帰的近代化とは何か」を語るなかで，それは，「工業社会というひとつの時代

全体の，創造的（自己）破壊の可能性を意味している。この創造的破壊の『主因』は，革命でもな

く，恐慌でもなく，西側社会の近代化の勝利
毅 毅 毅 毅 毅 毅 毅 毅 毅 毅 毅

である」９）（傍点は筆者）と簡潔に述べている。そのこ

とは繰り返し，次のようにも表現される。「工業社会のダイナミズムが工業社会の基盤をむしばん

でいくという考え方は，資本主義の墓堀人は資本主義だとするカール・マルクスの託宣を思い起こ

させるが，それはまったく違うものである。まず，資本主義の危機ではなく，繰り返していえば，

資本主義の勝利こそが，まさに新たな社会形態を生み出しているのである」１０），と。２０世紀の社会

主義の実験が失敗に終わり，ソ連邦が崩壊した後に，また新しい資本主義的競争が深化し，古い制

度・秩序が〈作り変えられている〉のは事実であるし，資本主義経済が世界を主導していることも

事実である。しかし，そのことから，近代社会は，とりもなおさず資本主義─その具体的な主体は

企業・資本家団体─は，その対抗要因である企業間競争の相手や諸社会運動などの競争環境のなか

で自らが自己変革することで脱構築するのであってそれ以外ではないという解釈のみでいいのだろ

うか。確かに抑圧であれ，譲歩と妥協であれ，最終的な決断は資本主義が続く限り，企業なり国家

であることは当然である。問題は企業なり国家なりを取り巻く競争環境の理解の仕方である。さら

に付け加えれば，多様な類型の社会運動の位置づけ方である。U・ベックが，自然環境を破壊し，
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過酷な労働環境に追い込む「工業という大罪人を世間のさらしものにし，大罪人を自ら処罰するよ

うにさせ」１１）という場合，そうした状況をつくるのは，資本間の関係や，資本と国家ないし国際的

諸機関との関係のみではなく，多様な類型の市民社会からの包囲
毅 毅

があるはずである。このことにつ

いても，U・ベックやギデンズは，やはり職業政治家や知恵と専門知識をもつ専門家の役割に期待

をかけているように思われる。これが疑問の１つ目である。

さらに２つ目に指摘したいことは，ヨーロッパからはじまったモダニティの諸制度の世界への伝

播は，国民国家とその軍隊を背景とした帝国主義による世界の再編成の過程そのものであったが，

そのことがギデンズでは《西欧の特権的地位》の形成と弱体化という脈絡でのみ語られることであ

る。現在でも根強く残る欧米先進諸国による新植民地主義と途上国の開発政策との矛盾は，旧来の

世界秩序に変革を迫り，また西洋的な価値の変容すらもたらさんとしているが，そのことは彼の議

論の正面には据えられていない。抽象的な論議のレベルであることにもよるが，彼自身が認めるよ

うに，最近のモダニティの最も顕著な特徴は，《西欧の特権的地位》の弱体化，《進化論の崩壊》，

《歴史的目的論の喪失》，そして《モダニティの構成要素である徹底した再帰性》に対する認識であ

るが，それが主として西欧社会─あるいは，もっと正確に言えば世界の先進工業諸国に暮らす人び

とを，不案内な気のもめる経験世界へと連れていこうとしている，とのみ指摘するにとどまってい

る１２）。

３．西洋中心の歴史像からの脱却

１）さて，ギデンズの著作に触発され，私は，「現代史」の講義を‘モダニティの形成と変容’

の具体的な歩みを語る，というかたちで進めることにした。西暦１５００年頃から，つまり地理上の発

見からウェストファリア条約（１６４８年）を経て，「国民国家」の誕生，産業革命と資本主義世界体制

の成立１３）を概観して，１９世紀末以降，今日に至る世界の歴史を振り返るという筋立てで進めた。そ

の際，国民国家の誕生・展開・変質の過程を描くこととか，「近代的な価値」，すなわち，ヨーロッ

パ人が思索し，あるいは労働運動や社会運動のなかで形づくられてきた，理性と科学の優位性，社

会的・政治的・ジェンダー的平等の思想，国家の独立，民主主義，社会主義などの実現の流れを，

縦糸として意識し講義を組み立てたつもりである。その趣旨がうまく生かされたとは言い難いが，

思いはそのようなものであった。《歴史的目的論の喪失》を特徴とする現代に，まさしく掉さす方

法の１つであろうが，現代史はContemporaryHistory，つまり同時代史として語られることを考慮

しつつ，思索し認識する現在の自己の目から，世界の近・現代史を，このように長いスパンで振り

返る方が，間違いなく現代の諸局面とその問題性を浮彫りにすることができると考えたからである。

２）現代史の教科書としては，江口朴郎１３），河野健二１４），瀬原義生１５）ら先学の著作が参考になっ

た。江口氏らのものは私が大学に入学した１９５９年に出版されたものであるが，１８８０年代以降の英，

仏，独，米をはじめとする西欧列強の積極的な海外進出と世界分割が扱われ，「帝国主義と社会主

義」がテーマであった。河野健二氏の短編は，ヨーロッパの激動の１８４８年を振り返り，その現代史
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的意義を再検討した作品である。

瀬原義生氏の著作は，第１編が「帝国主義の時代」で，年表は１７８９年のフランス革命からはじま

っている。第一次世界大戦から第二次世界大戦までを扱う第２編が「社会主義革命とファシズム」

と題され，第二次世界大戦後は第３編「社会主義時代への展望」とある。１９７６年に出版されたこの

著書では，現在が資本主義体制から社会主義体制への過渡期であると規定され，１９４５年以降のアジ

ア・アフリカおよびラテンアメリカの民族解放と独立への歩みの解説に多くのページが割かれてい

るのが特徴的である。

３）今ひとつ，G・バラクラフの『現代史序説』（邦訳１９７１年，原書１９６４年）１６）が私の心に残って

いる著書である。彼は，ケネディのアメリカ合衆国大統領就任以後の世界動向こそが現代史の幕開

けであると語り，そこに至る歴史，すなわち，「ビスマルクが政界から引退した１８９０年からケネディ

がアメリカ合衆国大統領に就任した１９６１年が「近代史」と「現代史」を二分する一大分水嶺」１７）で

あるとした。彼は，「現代史は，われわれがある種の変化を意識し，新しい時代に一歩足をふみいれ

たといい得るとき，むしろ，そういわざるを得なくなったとき，そうした変化とともにはじまるの

である」１８）と述べている。そして，その時代の変化を「ヨーロッパ的勢力均衡から世界政治の時代

へ」，「個人主義から大衆的デモクラシーへ」，「西洋への反逆─ヨーロッパ人の覇権に対するアジ

ア・アフリカの反撃」，「共産主義理論の衝撃とソヴェート連邦の実例」および「現代世界の芸術と

文学」と題する諸章で記述している。

なお，ここでバラクラフの著作が印象的であるのは，世界の動向がヨーロッパ的勢力の均衡によ

って支配されていた時代から非ヨーロッパ地域自体が世界の動向を左右する推進主体に位置づけな

おされ，「世界政治の時代」が訪れたとする世界史像の転換を明確に語ったことである。それは，西

欧中心の歴史像からの脱却であった。しかもこうした歴史認識は，第二次世界大戦以降，とりわけ

１９６０年代には，いろいろなかたちで語られていたのである。

このことからすると，エリック・ボブズボームの『極端な時代─２０世紀の歴史』（１９９４年）にお

いて，①近代（１９世紀まで）はブルジョア国家，少数者が支配する資本主義，②２０世紀＝「極端な

時代」（１９１７年から１９８９年まで）は，多数者が主体となる資本主義（「大衆資本主義」）であって，

マルクスの言う「資本主義の矛盾」を克服し，少なくともそれを軽減していく２つの主要な計画─

社会主義と社会改良主義（経済管理と福祉国家）によって社会的不満を緩和しようとしたが，……

ともに失敗した。そして，③東欧諸国とソ連の社会主義体制崩壊後（１９９１年以後）は，新しい戦争，

グローバル・ガバナンスのあり方を問う時代に入った１９），とする時期区分も，今日では，十分に説

得的であるように思われる。

４．世界のなかのアジア，そして日本

１）最後に，前回の講義の補足に移ることにする。アジア（Asia）という固有名は，前回の講義

で，へロドトス Herodotos（前４８５年頃～前４２５）が，ペルシャ戦争を主題に著した『歴史Historiai』
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のなかで，ギリシャ人（ヨーロッパ）に対してペルシャ人やその他の人びとの暮らす地域を指す名

称として用いたと指摘した２０）。また時代が下ってA・オルテリウスのアジア図（１５７０年頃）でも，

アラビアからインド，中国，韓国，日本に至る地域をアジア大陸の一部として描いている。つまり，

アジアという概念はヨーロッパ人が与えたものである。啓蒙思想の時代以降でも，ヨーロッパ人は

東洋専制主義（OrientalDespotism）と結び付けてアジアを認識していた。

実際には，古代・中世において，ペルシャ，インド亜大陸，中国その他の地域は独自の文化圏を

形成し，その地域に暮らす人びとにアジアという概念はなかった。アジアの東方では，中国を中心

に１つの世界があり，１０世紀以降，その周辺が個性化して，今日の名称で言うと，ヴェトナム，モ

ンゴル，韓国，日本などの地域性が明確になってくるのである。

２）ヨーロッパ人からすれば東方にある地域が，その後，次第に西欧勢力に包摂される歴史がは

じまる。第１の包摂期の起点は，ポルトガル人のインド，ゴアへの進出（１４９８年）であり，その後，

スペイン，オランダ，イギリス，フランスなどが進出してきた。この時期に日本は鎖国政策（起点

は１６３９～４１年）で対応した。

３）ヨーロッパにおける国民国家の成立と資本レベルでの世界史が成立していく過程で，植民地

化と西洋的価値の押し付けがはじまり，また西洋的価値を受容するエリートが養成された。それは

ごく僅かな数に過ぎないが，その養成させる側からすればモダニティの摂収ということになる。し

かし，ヨーロッパ支配の過程では，実際には，宗主国の意図にそうかたちで搾取と収奪の構造が形

成されていった。１７００年代のインドでは，在来のインド綿工業が破壊され，自給自足的な村落社会

は崩壊していった。

４）１８００年代半ば以降，帝国主義的世界体制が形成される過程でアジア諸地域の第二の包摂が一

気に強まる。イギリスは１８７７年にインド支配を完成させ，フランスのインドシナ半島への侵攻，オ

ランダの現在インドネシアに当たる広大な地域の実質的包摂の強化，中国の欧米列強による半植民

地化，朝鮮，日本への開港要求など，全世界規模における植民地分割競争が激化する。日本は１８５９

年に神奈川と長崎と函館を開港した。

５）このように欧米列強がアジアへ押し寄せて来るうねりのなかで明治維新（１８６８年）を考える

と，それは植民地化の危機を回避する大変重要な政治的変革であった。国家組織を再編し，万国対

峙の政策をとり，そして能動的に国境線を確立するという動きをとった（日清修好条約，千島交渉，

琉球処分，１８７５年の小笠原の日本帰属）。そして最終的には脱亜入欧の動きをとることになる。そ

の日本の経験は，モダニティがヨーロッパ以外にも根づくことを示す事例でもあるが，もう１つ，

日本は日清戦争で勝利して以降，西欧列強を真似し，アジアの周辺地域への侵略と日本の優位性を

逆に誇示していく国になる。ヨーロッパ人のいだくオリエンタリズムに不快感を持ったはずの日本

人が，逆に日本がアジアの諸国に対して「指導する」という態度に変わっていくのである。

６）収奪されるアジアの推移を大雑把ではあるが統計表で確かめておこう。表１，２は，世界の

人口と実質GDPの歴史的推移を示したもので，アンガス・マディソンの統計２１）を加工したもので

ある。
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表１ 世界の人口の歴史的推移 （単位：１０００人）
１９９８年１９７３年１９５０年１９１３年１８７０年１８２０年１５００年１０００年０年西 暦

２８５,０２４２１１,９０９１５２,２７１９７,６０６４０,２４１９,９８１２,０００１,３００６８０米 国
１,２７５,３９２８８１,９４０５４６,８１５４３７,１４０３５８,０００３８１,０００１０３,０００５９,０００５９,６００中 国
１２６,８９２１０８,７０７８３,８０５５１,６７２３４,４３７３１,０００１５,４００７,５００３,０００日 本

１,０２３,５９０５８０,０００３５９,０００３０３,７００２５３,０００２０９,０００１１０,０００７５,０００７５,０００インド
３,５２６,６１２２,１３９,５５３１,２９８,６４２９２５,６８９７３０,７９２６７９,４００２６８,４００１７５,４００１７１,２０６アジア（日本を除く）
３９２,１０１３５８,８２５３０４,９４１２６０,９７５１８７,５０４１３３,０４０５７,２６８２５,４１３２４,７００西ヨーロッパ
２９０,３４９２４９,７１２１７９,５７１１５６,１９２８８,６７２５４,７６５１６,９５０７,１００３,９００旧ソ連
５３１,２１３３０８,３９９１６５,９３８８０,９３５４０,３９９２１,７０５１７,５００１１,４００５,６００ラテンアメリカ
８２１,０８８３９０,０３４２２７,３３３１２４,６９７９０,４６６７４,２３６４６,６１０３２,３００１６,５００アフリカ

６,１４９,００６３,９１６,４８９２,５２４,３２４１,７９１,０９１１,２７１,９１５１,０４１,８３４４３８,４２８２６７,５７３２３０,８２０世界総計

同国・地域別構成比 （%）
１９９８年１９７３年１９５０年１９１３年１８７０年１８２０年１５００年１０００年０年

４.６５.４６.０５.４３.２１.００.５０.５０.３アメリカ
２０.７２２.５２１.７２４.４２８.１３６.６２３.５２２.１２５.８中 国
２.１２.８３.３２.９２.７３.０３.５２.８１.３日 本
１６.６１４.８１４.２１７.０１９.９２０.１２５.１２８.０３２.５インド
５７.４５４.６５１.４５１.７５７.５６５.２６１.２６５.６７４.２アジア（日本を除く）
６.４９.２１２.１１４.６１４.７１２.８１３.１９.５１０.７西ヨーロッパ
４.７６.４７.１８.７７.０５.３３.９２.７１.７旧ソ連
８.６７.９６.６４.５３.２２.１４.０４.３２.４ラテンアメリカ
１３.４１０.０９.０７.０７.１７.１１０.６１２.１７.１アフリカ
１００.０１００.０１００.０１００.０１００.０１００.０１００.０１００.０１００.０世界総計

出所：アンガス・マディソン，金森久雄監訳・政治経済研究所訳『経済統計から見た世界経済２０００年史』（柏書房，２００４年），
４０８ページより作成。

表２ 世界の実質GDPの歴史的推移 （単位：１００万１９９０年国際ドル）
１９９８年１９７３年１９５０年１９１３年１８７０年１８２０年１５００年１０００年０年

７,３９４,５９８３,５３６,６２２１,４５５,９１６５１７,３８３９８,３７４１２,５４８８００アメリカ
３,８７３,３５２７４０,０４８２３９,９０３２４１,３４４１８９,７４０２２８,６００６１,８００２６,５５０２６,８２０中 国
２,５８１,５７６１,２４２,９３２１６０,９６６７１,６５３２５,３９０２０,７３９７,７００３,１８８１,２００日 本
１,７０２,７１２４９４,８３２２２２,２２２２０４,２４１１３４,８８２１１１,４１７６０,５００３３,７５０３３,７５０インド
９,９５２,９９５２,６３３,４６７８２４,７０３５９２,５８４３９６,７９５３９０,５０３１５３,６０１７８,９３０７７,０４０アジア（日本を除く）
６,９６０,６１６４,１３３,７８０１,４０１,５５１９０６,３７４３７０,２２３６５,９５５４４,３４５１０,１６５１１,１１５西ヨーロッパ
１,１３２,４３４１,５１３,０７０５１０,２４３２３２,３５１８３,６４６３７,７１０８,４７５２,８４０１,５６０旧ソ連
２,９４１,６１０１,３９７,７００４２３,５５６２１２,６８１２７,８９７１４,１２０７,２８８４,５６０２,２４０ラテンアメリカ
１,０３９,４０８５２９,１８５１９４,５６９７２,９４８４０,１７２３１,０１０１８,４００１３,７２３７,０１３アフリカ

３３,７２５,６３５１６,０５９,１８０５,３３６,１０１２,７０４,７８２１,１０１,３６９６９４,４４２２４７,１１６１１６,７９０１０２,５３６世界総計

同国・地域別構成比 （%）
１９９８年１９７３年１９５０年１９１３年１８７０年１８２０年１５００年１０００年０年

２１.９２２.０２７.３１９.１８.９１.８０.３アメリカ
１１.５４.６４.５８.９１７.２３２.９２５.０２２.７２６.２中 国
７.７７.７３.０２.６２.３３.０３.１２.７１.２日 本
５.０３.１４.２７.６１２.２１６.０２４.５２８.９３２.９インド
２９.５１６.４１５.５２１.９３６.０５６.２６２.２６７.６７５.１アジア（日本を除く）
２０.６２５.７２６.３３３.５３３.６９.５１７.９８.７１０.８西ヨーロッパ
３.４９.４９.６８.６７.６５.４３.４２.４１.５旧ソ連
８.７８.７７.９７.９２.５２.０２.９３.９２.２ラテンアメリカ
３.１３.３３.６２.７３.６４.５７.４１１.８６.８アフリカ
１００.０１００.０１００.０１００.０１００.０１００.０１００.０１００.０１００.０世界総計

出所：アンガス・マディソン，金森久雄監訳・政治経済研究所訳『経済統計から見た世界経済２０００年史』（柏書房，２００４年），
３０８ページより作成。



世界の人口の推移をみると，紀元元年の頃は地球上には２億３０００万人，１５００年で４億３８４３万人，

１８７０年頃には１３億人近くにまで増加する。その後は急速に増加し，１９９８年には６１億４９００万人，２００６

年の今日の世界人口は６４億人と言われている。近代社会が形成されはじめる１５００年頃と比べると，

実に１５倍近い人口増加であり，近代社会に移行してからの人類の爆発的増加が確認できる。

世界の人口の総数を１００として国・地域別構成比をみると，アジアは紀元元年では世界人口の

７５％。その後，相対的に比率を低め，１５００年で６１.２％，１８７０年が５７.５％となる。それが２０世紀に入る

と，アメリカ大陸の人口増加と比べても判るように，構成比はさらに低下して１９５０年には５１.４％に

なる。

一方，世界の実質GDPの国・地域別構成比の推移をみると，アジアが西暦元年には世界の総実

質GDPの７５.１％，１５００年でも６２.２％を占めていた。西ヨーロッパ列強が世界を分割して，世界各地

を植民地化していく１７～１９世紀に，西ヨーロッパ全体の実質GDPは一挙に増加し，１９１３年にはア

ジアを追い抜いて世界の３３.５％，日本を除くアジアは２１.９％にまでその比率を低める。第二次世界

大戦後の１９５０年には，アジア（日本を除く）の人口は世界の５１.４％を占めるが，実質GDPは僅か

１５.５％でしかない。こうした激変と表現しても過言でない“アジアの停滞”こそ，植民地化とその

もとでのアジアの人びとの苦悩を示すものである。

７）第二次世界大戦後も冷戦体制下でアジアの苦悩は続いたが，人口は再び増加しはじめ，実質

GDPも１９７３年１６.４％，１９９８年には２９.５％へ比率を高めている。人口構成比も１９９８年には１８７０年と同

じ５７.４％にまで回復した。アジアの諸地域が戦後の独立と国民国家の再建を果すなかで１９７３年以降

１９９８年にかけて１人当たり実質GDPの成長率４％以上を達成した新興工業国・地域が相次いで登

場した（表３参照）。ただ，１９９８年でみると，アメリカは，人口構成比は僅か４.６％で，実質GDPは

世界全体の２１.９％を占め，西ヨーロッパも人口は世界の６.４％に過ぎないが，実質GDPはその２０.６％

を占めていて，世界の所得の偏在と経済格差の大きさが，今なお，歴然としていることも明らかで

ある。

きわめて概括的な議論ではあるが，以上のことから近代社会への移行がはじまる１５００年頃にはア

ジアは富の面でも文化の面でも世界の中心的な位置にあったが，西ヨーロッパ列強によるアジアの

包摂過程で著しい停滞を余儀なくされ，とりわけ１８７０年から１９５０年にかけての停滞と社会不安は目

を覆うものがあったことと，しかし，その後の植民地支配からの解放と自立への歩みのなかで急速

に復活を遂げてきていることを，おおよそイメージしていただけると思う。

８）ところで，欧米列強によるアジアの包摂過程で，むしろ分断化され，相互の対立・抗争が絶

えないアジア地域が「アジア」という概念を共有し，そこに１つのアイデンティティを持つように

なったのは，いつのことであろうか。このことについて，イルファン・ハビーフ IrfanHabib（アリ

ガル・ムスリム大学，インド）は，植民地化への抵抗と民族解放こそが，経済的近代化を可能とす

る唯一の道であったこと，その実現に向けた，独立と新たな国民国家形成への闘いのなかで，アジ

アの人びとは「アジア」というアイデンティティと連帯を形成することが出来たと述べている２２）。

私もこの見解に基本的に賛成である。１９世紀末から２０世紀初頭の頃からアジアでは西洋人に教えを
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受けたアジアのエリートたちが西洋人たちとの接触のなかで自らの自立を考え，民族解放運動を開

始する。植民地化への抵抗，民族解放へのうねりのなかで，インドの指導者，中国の指導者をはじ

め，中東地域を含む指導者たちや，民衆レベルで「ヨーロッパに対してアジア人であることを誇り

に思う」ようになった。また，ヨーロッパで生まれた近代的諸価値は民族解放と独立の闘いのなか

で，アジアの各地域に根づくことになったのである。スポーツの祭典・アジア競技大会（第１回大

会は１９５１年，ニューデリーで１４ヵ国参加）や各種の文化イベントは，アジアの相互理解を深める重

要な契機となった。また，１９５５年のバンドン会議はアジアの自立性を世界に示す重要な役割を果し

た。

９）さて，１９７０年代は「民衆レベルの世界史の成立」の時期といわれるが，国家機構間の連携の

みでなく，多様な類型の社会運動の連帯が形成され，また，政治家，研究者，技術者，作家，放送

人，芸術家，スポーツ選手，NGO，NPO組織の交流は一段と盛んになり，人びとの観光旅行がその
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表３ 再起したアジア諸国の経済指標

就業者／人口
比率

輸出／ GDP
比率

年間輸出量の
増加率

固定投資／
GDP比率

１人当たり実
質 GDPの成
長率

１９９９年の１人
当たり実質
GDPの水準

１９９７年
（倍）

１９９８年
（倍）

１９７３～９８年
（倍）

１９７３～９７年
（倍）

１９７３～９９年
（％）

（１９９０年国際
ドル）

０.５２０.１０５.３０.３０２.３２０,４３１日 本

０.４９１.３０１１.１０.３８５.４２３,５８２シンガポール
０.４８１.０５１１.７０.２７４.１２０,３５２香 港
０.４４０.４２１２.１０.２４５.３１５,７２０台 湾
０.４６０.４１１３.9０.３１６.１１３,３１７韓 国
０.４１１.０３９.５０.３２４.１７,３２８マレーシア
０.５５０.４７１１.７０.３１４.８６,３９８タ イ
０.５２０.１９１１.８０.３０５.４３,２５９中 国
０.４８０.７０１１.７０.３０５.０１２,８５１算術平均

０.３００.３０５.００.２２３.３３,４５１スリランカ
０.４３０.２５a７.３０.２４２.７３,０３１インドネシア
０.３８０.３１a９.００.２３０.６２,２９１フィリピン
０.２６０.１４７.５０.１７２.８１,９５２パキスタン
０.３９b０.０８a５.９０.２０３.０１,８１８インド
０.４００.０１a６.３０.１４２.０１,０５０ミャンマー（ビルマ）
０.３９c０.０９４.８０.１７１.７９５４ネパール
０.２６d０.１２９.３０.１４２.０８３５バングラデシュ
０.３５０.１６６.９０.１９２.３１,９２３算術平均

０.５２０.０８６.００.１８２.０２８,０２６米 国
０.４００.１６a１０.９０.１９１.３６,７６２メキシコ
０.３８e０.０７６.６０.２１１.３５,４２１ブラジル

a）１９９７年，b）１９９５年，c）インドと同じと想定。d）パキスタンと同じと想定。e）１９９４年。
出所：アンガス・マディソン，金森久雄訳，政治経済研究所訳『経済統計からみた世界経済２０００年史』（柏書房，

２００４年），１７１ページ。



裾野を広くしてきたと言われている。１９８０年代以降は，日本企業の多国籍化と政府開発援助

（ODA）の規模拡大とともに，日本とアジア諸国・地域との相互依存の関係も深まっている。

１０）２１世紀に入ると，東南アジア諸国連合（ASEAN，１９６７年結成）を中心に東アジアの地域統合

への気運が生まれてきた。しかし，日本は高度経済成長の成果を生かしてアジアの相互協力と安全

な暮らしのためのリーダーシップを取りきれてはいない。谷口 誠氏は，その背景に，日本はかつ

て第二次世界大戦を引き起こし，東アジア地域に多大の被害をもたらしたという，歴史的・政治的

な自責の念があり，大戦中の「大東亜共栄圏」を，東アジア諸国に想起させることを恐れ，「東アジ

ア経済共同体」成立に向けたイニシアティブをとり難かったということも事実である２３），と述べて

いる。谷口氏のこの指摘は，世界の趨勢は，多角的な自由貿易を推進したGATTの時代と違い，今

では地域化の流れが強まっており，日本はそれに乗り遅れているという情勢認識を述べるなかでの

ものである。

第二次世界大戦後，１９５１年９月の講和条約調印後も日本は軍事・経済の面で対米依存を続け，経

済から文化の諸部面において欧米指向であった。それは今日でも変わらず，日本はアジアの近隣諸

国と必ずしも信頼関係を築いているとは言えない。そのことを危惧する記事は，各種新聞の文化欄

やコラムでたびたび目にする。世界とアジアを見たとき，私たちは，もう一度，アジア人という目

線で日本の未来を考えてみることが重要であると考える。その際，ここで確認したいことは１９４６年

１１月３日公布の日本国憲法の歴史的意義である。憲法の平和主義は，「前文」と第二章「戦争放棄」

の条項に謳われている。前文の第二段落には「日本国民は，恒久の平和を念願し，人間相互の関係

を支配する崇高な理想を深く自覚するのであって，平和を愛する諸国民の公正と信義に信頼して，

われらの安全と生存を保持すようと決意した。われらは，平和を維持し，専制と隷従，圧迫と偏狭

を地上から永遠に除去しようと務めてゐる国際社会において，名誉ある地位をしめたいと思ふ。わ

れらは，全世界の国民が，ひとしく恐怖と欠乏から免かれ，平和のうちに生存する権利を有するこ

とを確認する」とある。

この文脈のなかには，国民の安全と生存を平和的な近隣諸国・地域との関係のなかで保持したい

という考え方が読み取れる。これと憲法第９条とを考え合わせたとき，第二次世界大戦の戦禍を潜

り抜けて到達した人類の不戦の願いがこの条文には込められいるとみるべきであろう。憲法第９条

は「日本国民は，正義と秩序を基調とする国際平和を誠実に希求し，国権の発動たる戦争と，武力

による威嚇又は武力の行使は，国際紛争を解決する手段としては，永久にこれを放棄する。前項の

目的を達するため，陸海空軍その他の戦力は，これを保持しない。国の交戦権は，これを認めない」

とある。

国際政治の諸局面で紆余曲折はあろうが，この憲法の精神は保持する必要がある。日本の平和主

義は自虐史観から出たものでは決してない。今まで以上に，平和と友好の構想づくりには，この憲

法の理念に誇りをもって臨むことである。「東アジア経済共同体」の形成からより広く政治・社会

の部面をも含めた地域的の共同化を目指す「東アジア共同体」の実現に向けては，ASEAN１０ヵ国と

日中韓３カ国が，２００５年１２月１２日に東アジア共同体の検討を盛り込んだ第９回会合共同宣言をすで
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に発表し，２００７年には，その共同体の将来像を明示した共同宣言をまとめる趣旨を公表している。

また，これと並行して，上の１３ヵ国に，インド，オーストラリア，ニュージランドを加えた１６ヵ

国からなる東アジアサミットが同じように東アジアの各種協力枠組みについて協議を重ねることに

なっている。この論議は，過去５００年の歴史のなかでかたちづくられたモダニティをさらに深化さ

せ，《ユートピア》の実現を模索する１つの契機になるにかもしれない。多様な類型の，また多様な

市民レベルの平和と友好的な交流のための発言と行動が期待されるところである。

註
１） サスキア・サッセン，伊豫谷登士翁訳『グローバリゼーションの時代』平凡社選書，１９９９年（原書，１９９６

年），１６ページ。
２） アンソニー・ギデンズ，松尾精文・小幡正敏『近代とはいかなる時代か？─モダニティの帰結─』而立

書房，１９９３年（原書，１９９０年）。それと関連したU・ベック，A・ギデンズ，S・ラッシュ，松尾精文ほか
訳『再帰的近代化』（而立書房，１９９７年，原書，１９９４年）も参照。

３） A・ギデンズ，前掲書，邦訳，１３ページ。
４） A・ギデンズ，同上，邦訳，３１～３２ページ。
５） A・ギデンズ，同上，邦訳，７５～８４ページ参照。
６） A・ギデンズ，同上，邦訳，９１～９９ページ参照。
７） A・ギデンズ，同上，邦訳，１９７～２０２ページ参照。
８） A・ギデンズ，同上，邦訳，２０３ページ以下，参照。なお，ギデンズの業績に関する小幡正敏氏の大変手

際の良い「解説」が同邦訳書の末尾にある。特に邦訳書が刊行されていないTheConsutitutionofSociety
（１９８４年）を踏まえた「モダニティの成立」の箇所は本書を理解する一助となる。

９） U・ベック，A・ギデンズ，S・ラッシュ，松尾精文ほか訳『再帰的近代化』（而立書房，１９９７年），１１ペ
ージ。

１０） U・ベック，A・ギデンズ，S・ラッシュ，邦訳，前掲書，１２ページ。このくだりは，K・マルクス，F・
エンゲルス『共産党宣言』（１９４８年）のなかの「ブルジョアジーは生産用具の，したがって生産関係を，
したがって社会関係を，たえず変革しないでは存在できない。……」（中山 久『詳解 独和・共産党宣
言』大学書林，１９５６年，２３ページ）を思い起こさせる。

１１） U・ベック，A・ギデンズ，S・ラッシュ，邦訳，同上，９８ページ。
１２） A・ギデンズ，前掲書，邦訳，７２ページ参照。この趣旨の記述の後，ギデンズは，「その結果は，世界の

あらゆる地域で実感できることである」（同ページ）と結んでいる。西欧勢力の他の地域への進出・植民
地化とそれに対抗する「自立への道」は，西欧で生まれたモダニティの諸制度・ルールの受容と適応の過
程には違いないが，そこには，多様な形態の厳しい「民族解放闘争」を伴なった。それは，さらに西欧社
会の価値体系の変容すら伴うものであったが，その関係をギデンズはモダニティの制度分析のなかに正面
からは位置づけていないように思われる。

１３） 講義では，このテーマと関連して，アフリカの奴隷貿易と１９世紀後半から増加するアジアからの「契約
移民」の歴史に１時限分を割いた。近代西洋の富の蓄積と産業革命が奴隷貿易と不可分に関連しているか
らである。

１３） 江口朴郎編『帝国主義と現代』（東大教養西洋史４），東京創元社，１９５９年。
１４） 河野健二『現代史の幕開け─ヨーロッパ１８４８年─』岩波新書，１９８２年。
１５） 瀬原義生『新版現代史入門』法律文化社，１９７６年。
１６） G・バラクラフ，中村英勝ほか訳『現代史序説』，岩波書店，１９７１年，原書は１９６４年），ちなみに，この
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原書は，GeoffreyBarraclough,AnIntroductiontoContemporaryHistory,1964,Londonである。
１７） G・バラクラフ，同上，３ページ。
１８） G・バラクラフ，同上，１５ページ。
１９） E・ボブズボーム・河合秀和訳『極端な時代─２０世紀の歴史』上・下，三省堂，１９９６年。上巻，日本語版

への序文，参照。
２０） 植村邦彦氏は，アジアという固有名は，古代ギリシア人が「ペロポネソス半島とエーゲ海諸島を『エウ

ローペー Europe』，そして海峡の向こう側，アナトリア半島を『アシエーAsie』と呼んだことに始まる。
「アジアAsia」はそのラテン語形である」（植村邦彦『アジアは〈アジア的か〉』ナカニシヤ出版，２００６年，
３ページ）と述べている。また，その語源を古代アッシリアの楔形文字の碑文に求め，それぞれの言葉は
「エレereb」（日の入り＝西）と「アスーaçu」（日の出＝東）から来ていることと，さらに「いずれにせよ，
アジアという名は，中近東から地中海にかけての西方から与えられた音声であった」とする松枝到『アジ
アとはなにか』（大修館書店，２００５年）の見解を肯定的に引用されていることは重要であり，示唆的であ
る。

２１） AngusMaddison,TheWorldEconomy:aMillennialPerspective,OECD,Paris,２００１，アンガス・マディ
ソン，金森久雄監訳・政治経済研究所訳『経済統計でみる世界経済２０００年史』柏書房，２００４年。

２２） イルファン・ハビーフ IrfanHabib（AligarhMuslim大学，インド），「西洋化とアジアのアイデンティ
ティ」と題する，ECSTAⅢにおける講演（２００５年１２月１１日，早稲田大学徒山キャンパス）。

２３） 谷口 誠『東アジア共同体─経済統合のゆくえと日本─』岩波新書，２００６年，７～８ページ。
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１．略 歴

１９４１（昭和１６）年１月７日 三重県宇治山田市に生まれる（原籍，岐阜県）

１９５９年３月 岐阜県立海津高等学校普通科卒業

１９６３年３月 岐阜大学学芸学部（現 教育学部）史学科卒業

１９６４年４月 立命館大学大学院経済学研究科修士課程入学

１９６８年３月 立命館大学大学院経済学研究科修士課程修了

１９６８年４月 立命館大学大学院経済学研究科博士課程入学

１９７１年３月 立命館大学大学院経済学研究科博士課程単位取得

────────────────

１９６３年４月～１９６４年８月 岐阜県立大垣工業高校教諭

１９６５年２月～１９６６年３月 京都橘女子高等学校非常勤講師

１９６６年４月～１９６７年３月 京都橘女子高等学校教諭

１９７０年４月～１９７２年３月 岐阜経済大学経済学部非常勤講師（理論経済学特殊講義ほか）

１９７２年４月～１９７５年１２月 新潟大学教養部専任講師（経済学）

１９７３年４月～１９８２年３月 新潟大学人文学部（後，法文学部）兼担（日本経済史）

１９７５年１２月～１９８２年３月 新潟大学教養部助教授（経済学）

１９８２年４月～１９８４年３月 立命館大学産業社会学部助教授

１９８４年４月～２００６年３月 立命館大学産業社会学部教授

主な学内役職

１９８４年４月～１９８５年３月 産業社会学部調査委員長

１９８５年４月～１９８６年３月 産業社会学部主事

１９９４年４月～１９９５年３月 立命館大学協議会協議員

１９９５年４月～１９９７年３月 産業社会学部長・学校法人立命館理事

１９９３年７月～１９９５年３月および，２００３年７月～２００５年７月 学校法人立命館評議員

２．所属学会

社会経済史学会，政治経済学・経済史学会，経済理論学会，経済学史学会

日本マスコミュニケーション学会 各正会員
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３．社会的活動

１９７３～１９８５年度 新潟県内の新発田市史・栃尾市史・見附市史・津南町史・村松町史各編纂委

員会調査執筆委員ないし調査委員

１９７７～１９８８年度 新潟県総務部新潟県史編纂委員会，調査執筆委員（１９７７～７８年度と１９８２年

度），編纂主任（１９７９～８１年度），編集員（１９８３～８７年度）

１９８６～１９９０年度 通商産業省産業政策局より「通商産業政策史」執筆委嘱

４．研究業績

著 書

１．編著『村松町史 資料編五─近現代─』，新潟県村松町役場，１９７７年

２．編著『村松町史 通史編』下巻，新潟県村松町役場，１９８２年

３．編著『新発田市史』下巻，新潟県新発田市役所，１９８１年

４．編著『津南町史 資料編』下巻，新潟県津南町役場，１９８４年

５．編著『津南町史 通史編 下巻 近代編』，新潟県津南町役場，１９８５年

６．編著『新潟県史 資料編１７ 近代五 産業経済編Ⅰ』，新潟県総務部県史編さん室，１９８２年

７．編著『新潟県史 資料編１８ 近代六 産業経済編Ⅱ』，新潟県総務部県史編さん室，１９８４年

８．単著『新印 新潟中央青果株式会社二十年史』，新潟中央青果株式会社，１９８４年（本編の全

章執筆と付表・資料の監修）

９．編著『新潟県史 通史編 近代一』，新潟県総務部県史編さん室，１９８７年

１０．編著『新潟県史 通史編 近代二』，新潟県総務部県史編さん室，１９８８年３月

１１．編著『新潟県史 通史編 近代三』，新潟県総務部県史編さん室，１９８８年３月

論 文

１．単著「〈資料〉独占資本主義確立過程の工業構成（その１）─『工場統計表』からみた「大

正期」民営工業の発達趨勢─」『立命館経済学』第２０卷第５・６合併号，１９７２年２月，１５６

～１９８ページ

２．単著「大正期における電力資本の蓄積過程」『新潟大学経済論集』第１４号，１９７３年８月，３７

～７０ページ

３．単著「〈研究要録〉地方企業の展開と商人及び地主」『新潟大学経済論集』第１８号，１９７４年

１月，１４５～１６９ページ

４．単著「第一次大戦後の東北農村と村民所得」『新潟大学教養部研究紀要』第５集，１９７５年３

月，１９～４７ページ

５．単著「明治１０年代の第百十六国立銀行」『新潟大学経済論集』第２４号，１９７８年１月，３９～６２

ページ

６．単著「第一次世界大戦期の株式市場と地方投資家─新潟県の場合（その１）─」『新潟大学
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経済論集』第２５号，１９７８年８月，１９～４８ページ

７．単著「新潟県近代石油業の成立」『新潟県史研究』第４号，新潟県総務部県史編さん室，

１９７８年１０月，５３～６３ページ

８．単著「日露戦後の地方財閥」，『新潟大学教養部研究紀要』第９集，１９７９年３月，２７～４８ペ

ージ

９．単著「１９１０年代における石油業中野家の投資活動」『商学論集』第１０・１１合併号，新潟大学

商業短期大学部，１９７９年３月，１～５１ページ

１０．単著「地方財閥中野家と中野興業株式会社」『地方金融史研究』第１２号，全国地方銀行協

会，１９８１年３月，１５～３７ページ

１１．単著「独占資本主義の展開と地方財閥─石油業中野家の存在構造をめぐって─」『日本史

研究』第２６３号，１９８２年４月，５７～８２ページ

１２．単著「産業百年史─伝統産業は生きる─」『別冊 一億人の昭和史 新潟県の昭和史』，毎

日新聞社，１９８２年，５６～６３ページ

１３．単著「近代概説」「商業と金融」，新潟産業考古学会編『新潟県産業遺産の旅』，新潟日報事

業社，１９８２年，１３４～１４８ページ

１４．単著「産業資本確立過程における地方資本の存在構造─明治後期新潟市の事例─」『立命

館産業社会論集』第３５号，１９８３年３月，６３～１０２ページ

１５．単著「〈研究ノート〉地方財閥中野家と中野家事部に関する覚え書」『地方金融史研究』第

１５号，１９８４年３月，５１～７１ページ

１６．単著「第一次世界大戦期の株式市場と地方投資家─新潟県の場合（その２）─」『立命館産

業社会論集』第３９号，１９８４年３月，３７～７４ページ

１７．単著「津南郷の電源開発と信越電力株式会社」『津南郷と電源開発』〈津南町史編集資料第

１９集〉，新潟県津南町役場，１９８４年１１月，１５～５２ページ

１８．単著「北陸地域の産業発展と農村」，臼井晋編『兼業稲作からの脱却』〈講座 日本の社会

と農業〉第４卷，日本経済評論社，１９８５年，２７～６９ページ

１９．単著「日露戦後の海外原油輸入問題─浅野聰一郎の海外原油輸入精製事業をめぐって─」

『立命館大学人文科学研究所紀要』第４３号，１９８７年３月，１１７～１４８ページ

２０．単著「鉱業（石油）財閥」，渋谷隆一他編『地方財閥の展開と銀行』，日本評論社，１９８９年，

１５１～２０２ページ

２１．単著「〈研究ノート〉最近の海外在留邦人─長期滞在者の職業別・地域別分布について─」

『立命館産業社会論集』第２５巻第２号，１９８９年９月，１０３～１２６ページ

２２．単著「第一次大戦前後の石油業と石油政策（１）」『立命館産業社会論集』第２６巻第２号，

１９９０年９月，１～３２ページ

２３．単著「最近の海外在留邦人─地域分布に関する統計─」，飛田就一・筧文生編『国際化と異

文化理解』，法律文化社，１９９０年，１２０～１３８ページ
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２４．単著「満州事変以後の液体燃料政策」『立命館産業社会論集』第２６巻第４号，１９９１年３月，

３３～６９ページ。後に「『燃料国策』の展開と石油業」と改題し，後藤靖編『日本帝国主義の

経済政策』（柏書房，１９９１年）に収録

２５．分担執筆『通商産業政策史』第１３巻（通産省通商産業政策史編纂委員会編），通商産業調査

会，１９９１年，第４章「石油危機下のエネルギー政策」第１，３，５節を執筆，３～３０，１５２

～１５８，１８４～２９９ページ

２６．単著「昭和初期の京都市経済と昭和四年総動員演習」『立命館大学人文科学研究所紀要』第

５２号，１９９１年９月，１～３８ページ

２７．単著「京都地域の中小企業金融─業態別預金・貸出シェアの推移について─」『立命館産

業社会論集』第２９巻第３号，１９９３年１２月，９１～１２１ページ

２８．単著「中小企業金融と地方銀行─京都地域の金融市場と地方銀行─」，進藤寛他編『戦後地

方銀行史』Ⅱ，東洋経済新報社，１９９４年，３００～３２３ページ

２９．単著「〈研究ノート〉ガソリンとアルコール混用政策の開始─戦時液体燃料政策の一齣─」

『立命館産業社会論集』第３０巻第２号，１９９４年９月，１～２２ページ

３０．単著「戦時石油統制の開始」『立命館産業社会論集』第３０巻第３号，１９９４年１２月，１７１～１８８

ページ

３１．単著「大衆社会形態と自覚的市民」，佐々木嬉代三・中川勝雄編『転換期の社会と人間』，

法律文化社，１９９６年，１２１～１３８ページ

３２．単著「石油専売制の実施過程─戦時石油統制の一齣─」『立命館大学人文科学研究所紀要』

第７３号，１９９９年２月，５３～８０ページ

３３．単著「〈研究ノート〉日本における市民社会の多様性」『立命館産業社会論集』立命館産業

社会学会，２０００年３月，２７５～２８２ページ

３４．単著「石油産業の戦後再編」，原朗編著『復興期の日本経済』，東京大学出版会，２００２年，

１７３～２２４ページ

３５．単著「活字が世界を変えた」，柳澤伸司ほか編『メディア社会の歩き方─その歴史と仕組

み』，世界思想社，２００４年，１９～３６ページ

翻 訳

１．共同訳（N・オナフ）「『欲求の体系』としてのグローバル市民社会─国家ではなく，ヘー

ゲルに立ち返って─（上）（下）」（高嶋正晴氏との共訳），『立命館産業社会論集』第３５巻第

３号，立命館産業社会学会，１９９９年１２月，６５～８１ページ，および同第３５巻第４号，２０００年

３月，１０９～１２０ページ

２．分担訳（P・セイン）『イギリス福祉国家の社会史』（深澤和子・深澤澤敦監訳），ミネルヴ

ァ書房，２０００年，第６章「第二次大戦とその後」を分担，２６２～３１２ページ

３．監訳（N・J・スメルサー）『グローバル化時代の社会学』（伊藤雅之・高嶋正晴・伊藤武夫
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の３名の監訳，そのほか分担訳者５名。全１９章中１０章分の翻訳と各章の校閲），晃洋書房，

２００２年，xvii＋４１６ページ

４．分担訳（J・E・スティグリッツ）「グローバル化と開発」，D・ヘルド，M・K・アーキブー

ン編著，中谷義和監訳『グローバル化をどうとらえるか』，法律文化社，２００４年，４５～６３ペ

ージ

調査報告

１．単著「因島市の産業と就業構造」，共同調査報告『因島・尾道地域と造船不況』（木田融男

ほか６名），『立命館産業社会論集』第２６巻第１号，立命館大学産業社会学会，１９９０年６月，

第１章分担，１５５～１７４ページ

学会報告

１．単独報告「大正期新潟平野における企業経営の展開と地方ブルジョアジーの経済的構成に

ついて」（第４５回社会経済史学会大会，早稲田大学，１９７６年６月１２～１４日）

２．単独報告「独占資本主義の展開と地方財閥」（１９８１年度日本史研究会大会，龍谷大学，１９８１

年１１月１４～１５日）

３．単独報告「第一次世界大戦前後の液体燃料政策と石油業」（１９９０年度 土地制度史学会秋

季学術大会，神奈川大学，１９９０年１０月２７～２８日）

４．単独報告「戦時下のアルコール専売─わが国の戦時石油統制との関連から─」（土地制度

史学会，１９９４年度近畿部会，京都大学経済学部会議室，１９９４年１０月１日）

その他の執筆活動

（辞典・事典）

１．事典『新潟県大百科事典』上・下・別巻（地主制の成立など４項目執筆），新潟日報事業

社，１９７７年

２．事典『新潟県民百科事典』（久須美秀三郎など３０項目執筆），野島出版，１９７７年

３．辞典『日本近現代史辞典』（銀行法など６項目執筆），東洋経済新報社，１９７８年

４．事典『朝日現代人物事典』（後藤 靖の項執筆），朝日新聞社，１９９０年

５．辞典『角川 新版 日本史辞典』（「石油業」など９項目執筆），角川書店，１９９６年

６．事典『日本歴史大事典』（「石油鉱業」など２項目執筆），小学館，２０００年

（書評・紹介）

１．単著「〈紹介〉第四銀行編刊『第四銀行百年史』，１９７４年．」『新潟史学』第７号，１９７４年１０

月

２．単著「〈紹介〉金坂清則『新潟平野における都市の変容』，『人文地理』第２７巻第３号所収」，
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『地方史新潟』第８号，１９７６年５月

３．単著「後藤新一『昭和期銀行合同史─ー県ー行主義の成立─』，金融財政事情研究会，１９８１

年」『地方金融史研究』第１４号，１９８３年４月

４．単著「田中修『日本資本主義と北海道』，北海道大学出版部，１９８６年」『日本の科学者』第

２１卷第９号，１９８６年９月

５．単著「森川英正『地方財閥』，日本経済新聞社，１９８５年．」『社会経済史学』第５２卷第号，

１９８６年１１月

６．単著「麻島昭一編著『財閥金融構造の比較研究』，お茶の水書房，１９８７年．」『地方金融史研

究』第１９号，１９８８年３月

７．単著「神立春樹『産業革命期における地域編成』，お茶の水書房，１９８７年」『社会経済史学』

第５４卷第５号，１９８９年１月

８．単著「渋谷隆一ほか著『資本主義の発展と地方財閥─荘内風間家の研究』」『土地制度史学』

第１７６号，２００２年７月

（その他）

１．単著「日清戦争前後における新発田第百十六国立銀行について」『新発田郷土誌』第７号，

１９７４年３月

２．単著「大正期末米倉村の村民所得」『新発田郷土誌』第８号，１９７５年３月

３．単著「村松銀行史に関する覚え書」『村松郷土誌』第６号，１９８０年３月

４．単著「〈資料〉明治２５年 新潟県鉱業人名簿」，新潟産業考古学会機関誌『産業と文化』第

１号，１９７８年５月）

５．共著『日本金融機関史文献目録（改訂増補版）』（拝司静夫・牧村四郎編），全国地方銀行協

会，１９８４年，新潟県・富山県・石川県の金融史関係文献を編集

６．共著「〈解題〉雑誌『中外』の目録」（上田博氏との共著）『立命館大学人文科学研究所紀要』

第４３号，１９８７年３月

７．単著「統計にみる海外子女教育の現状」『経済』第２９５号，新日本出版社，１９８８年１１月

８．共著「京都銀行 高木 正氏との座談会」（服部敬道・伊藤正直との共同執筆），『続 地方

銀行史談』第４集，全国地方銀行協会，１９９２年３月

９．単著「立命館日満高等工科学校─理工学部前史の一齣─」『立命館百年史紀要』第２号，

１９９４年３月

１０．単著「〈資料〉１９４２年度の立命館大学教員名簿」『立命館百年史紀要』第３号，１９９５年３月

１１．分担執筆『立命館百年史』通史一，学校法人立命館，１９９９年，第３章第１節４

５．立命館での教育実践（主な担当科目）

１．産業社会学部 １９８２年４月～２００６年３月 産業史，産業発達史Ⅰ・Ⅱ，現代史
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および２００２年４月～２００５年９月 メディア社会論

２．大学院社会学研究科

博士課程前期課程 １９９０年４月～１９９１年３月．調査実習

１９９５年４月～２００６年３月 現代社会論，特別演習Ⅰ・Ⅱ

博士課程後期課程 １９９６年４月～２００３年３月 特別研究指導Ⅰ・Ⅱ・Ⅲ
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